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基本方針Ⅳ 評 価

学び続ける生涯学習環境づくり
○

１ 「少子高齢社会への対応」を踏まえた 評 価

支え合うひとづくり
B

目指すもの

安心して子育てができるよう、また高齢者が豊かな知識や経験を生かし

て生きがいを感じられるよう、様々な学びと実践の機会を充実させ、「少子

高齢社会への対応」を踏まえた支え合うひとづくりを推進します。

〔ここに注目！！〕

・「家庭教育支援ガイドブック」が好評につき、3,000部増刷

展 ① 親の学び支援

開 ○ 家庭教育や子育てに関する不安や悩みに応える相談体制の充実を図

方 るとともに、親の学ぶ機会の充実に努める。

向 ○ 地域における家庭教育支援活動の中心となる人材の養成に努める。

② 親子で学ぶ機会の充実

○ よりよい親子関係を築けるよう、青少年教育施設において親子での

体験活動等の充実や他家族との交流促進を図る。

③ 高齢者の社会参加を促す学習機会の充実

○ 高齢者の有する知識や経験にさらに磨きをかけたり、新たな知識や

技術の習得ができる学習の機会を充実する。

④ 様々な学習成果の効果的な活用促進

○ 県民一人一人の様々な学習の成果が活用されるよう、活用の場の情

報等を効果的に提供し、マッチングを進める。

１ 親の学びの支援

執 ・「家庭教育支援ガイドブック」の配布4,000部、加えて増刷3,000部

行 配布先（市町村、全小学校、ＰＴＡ、公民館、子育て支援施設等）

の ・企業向け家庭教育講座の開催 １回

状 ・事例集や広報紙により、各地域の取組事例の紹介

況 ・人材育成

家庭教育支援者養成研修会 4回×2会場 参加延257人

家庭教育支援者ステップアップ研修会 4回×2会場 参加延290人



- 57 -

２ 親子で学ぶ機会の充実

・青少年研修センターの取組（主催事業）

家族でエンジョイ！ふれあい体験ランド ３回 参加217人

・少年自然の家の取組（主催事業）

自然･ふれあい！家族のつどい ３回 参加延202人

・県立青少年教育施設利用状況

県立青少年研修センター 31,802人 県少年自然の家 29,346人

３ 高齢者への学習機会の提供

・いきいき県民カレッジ 登録講座数 2,755（H25：2,355）

・大学等と連携した公開講座 ８講座 16会場 受講者793人（H25：466人）

４ 生涯学習情報提供システム「ラ・ラ・ネット」による情報提供

・「団体・グループ情報」 登録件数424件（H25：330件）

・「マイページ＊」 登録数174団体（H25：150団体）

＊マイページ：県内で活動する生涯学習関係団体や公民館で活動するサークル等

を紹介するもの

・「指導者情報」 登録件数994件（H25：1,028件）

５ 生涯学習相談

県立生涯学習推進センターにおいて、成果活用を含めた生涯学習に関

する相談を実施

相談件数976件（H25：871件）（うち「学習機会」403件（H25：429件）、

「指導者」202件（H25：208件））

【成果】◇ 「家庭教育支援ガイドブック」は、評判もよく、入手希望が

評 相次ぎ、3,000部増刷した。

◇ 「ラ・ラ・ネット」において、一定の新規登録があり（「マ

価 イページ」：24団体、「指導者情報」：70人）、学習成果の活用に

関する情報の強化が図られた。

【課題】◇ 企業向け家庭教育講座の実施企業数の拡大

◇ 家庭教育に関心の薄い層を含めた、すべての親に対する学び

の支援

◇ 高齢者が社会参加するための学習ニーズの把握が必要である。

◇ マッチングの場としての「ラ・ラ・ネット」や「生涯学習相

談」の認知度を向上させることが必要である。

今 ○ 企業向け家庭教育講座の開催について「いじめ見逃しゼロ県民運動」

後 とも連携しながら、具体的な実施事例の紹介などにより、企業への働き

の かけを強化する。

対 ○ 就学時健診などすべての親が集まる機会を利用した家庭教育講座の開

応 催を検討する。

○ 高齢者に対して、社会参加に必要な学習ニーズのアンケート調査を行

い、講座内容を検討する際の材料とする。

○ マッチングの場としての「ラ・ラ・ネット」や「生涯学習相談」の周

知・広報を強化する。
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２ 活力ある地域づくりに向けた 評 価

「地域社会と学校の連携」の促進
B

目指すもの

学校を拠点とした活力ある地域コミュニティが形成されるよう、「地域社

会と学校の連携」を促進します。

〔ここに注目！！〕

・すべての学校で地域連携担当教員が位置づけられた

展 ① 地域と学校を結ぶコーディネーターの養成

開 ○ コーディネーターを養成するため、実践的な研修の充実を図る。

方 ② 学校における地域との連携体制の強化

向 ○ 学校に地域連携担当教員を位置づけ、研修機会を充実させるととも

に、高い専門性を有する社会教育主事有資格者の養成に努める。

③ 地域の教育力を生かした学校支援

○ 社会全体で子どもをはぐくむ気運の醸成を図るとともに、地域の人

材や社会教育施設の活用促進に努める。

１ 子ども支援コーディネーター研修会

執 学校支援地域本部や放課後子供教室等で活動しているコーディネー

行 ターを対象とした研修会を実施

の 年２回 受講者64人

状 ２ 学校における地域との連携体制の強化

況 ・地域連携担当教員の校務分掌への位置づけと研修

市町村立小中学校・特別支援学校に対して、地域連携担当教員への

研修会を実施 県内５カ所 参加者延べ520人

・社会教育主事資格取得の働きかけ

各学校に社会教育主事講習の開催を周知した。

【地域連携担当教員研修会】
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３ 地域の教育力を生かした学校支援

・子どもを育てる地域の連携促進事業

学校支援地域本部 21市町村348校（H25:17市町 295校）

放課後子供教室 17市町村 74校（H25:17市町村 79校）

・土曜学習モデル事業（H26新規）

３市３中学校区で実施

・コミュニティ・スクール

市町村担当者を対象に、コミュニティ・スクール制度の趣旨や内容

の周知を図ることを目的とした研修会を実施 １回 参加33人

【成果】◇ すべての公立小中学校・特別支援学校において地域連携担当

評 教員が校務分掌に位置づけられ、地域連携を進めるための学校

側の窓口の明確化が図られた。

価 H25 67.3％ → H26 100％

◇ 学校支援地域本部の拡大や土曜学習などの新たな取組を通じ

て、地域の教育力を生かした活動を拡充することができた。

【課題】◇ 市町村で活動の指導者やコーディネーターが不足している。

◇ 地域連携担当教員研修を受講したことが、その後どのように

生かされているかを把握し、学校現場での活用が進むようフォ

ローする必要がある。

◇ 放課後子供教室と放課後児童クラブ（厚労省所管）との連携

が進んでいない。

今 ○ コーディネーターの人材不足に対応するため、現在ボランティア等と

後 して活動している人をコーディネーターとして養成する取組を新たに実

の 施する。

対 ○ セミナーの開催など地域の人材から指導者を発掘する取組を実施する。

応 ○ 地域連携担当教員研修会は、初任者対象の「Ａ研修」と昨年度受講者

を対象とした専門性の高い「Ｂ研修」に分けて開催するとともに、受講

後のフォローアップ調査を実施し、研修内容の活用状況を把握する。

○ 教員等に対し、平成27年度に新潟大学で開催される社会教育主事講習

の受講を促し、有資格者の養成に取り組む。

○ 社会教育主事講習の内容を取り入れた新たな研修や受講者の活用につ

いての仕組みを検討する。

○ 放課後子供教室と放課後児童クラブの連携促進を図るセミナー等を開

催する。
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３ 「将来に希望の持てる魅力ある新潟県の実現」に 評 価

向けた学びの場の充実
B

目指すもの

新潟に誇りと愛着を持って生活できるよう、地域に根ざした生活や文化、

産業等、魅力ある地域の資源を活用した学びの場の一層の充実を目指しま

す。

〔ここに注目！！〕

・県立図書館の貸出冊数が６年連続過去最高を更新

展 ① ライフステージに応じた学習機会の提供

開 ○ 各世代各層が必要とするテーマに焦点を合わせた学習機会の提供に

方 努める。

向 ② 児童生徒の郷土を学ぶ機会の充実

○ 子どもたちが新潟で育ったことに誇りを持てるよう、郷土の魅力を

学ぶ機会の充実に努める。

③ 魅力ある新潟の地域資源を学ぶ機会の提供

○ 県内の社会教育施設や地域研究団体等と連携・協力し、新潟の地域

資源に関する学習機会の提供に努める。

④ 新潟の魅力を学ぶ学習情報の発信

○ 県立図書館、県立生涯学習推進センターの情報収集力を高め、その

発信機能の強化に努める。

１ ライフステージに応じた学習機会の提供

執 ・子どもの読書活動の気運醸成を図るため、県民フォーラムの開催のほ

行 か、読書ボランティアリーダーの養成を実施した。

の 子ども読書県民フォーラムの開催 ２日間延524人参加

状 子ども読書ボランティアリーダーの養成 ４会場延347人参加

況 ・「いきいき県民カレッジ」講座登録の拡大に努め、テーマ別に９分野

に分かりやすく整理して提供した。

２ 児童生徒の郷土を学ぶ機会の充実

・土曜日の教育支援活動モデル事業（再掲）において、地域の産業など

を学ぶ「特別講座」を開催した。 ３市３中学校区 各１回
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３ 新潟の地域資源を学ぶ機会の提供

・いきいき県民カレッジにおいて、新潟の生活や文化、自然、歴史、伝

統行事、人物、産業などの地域資源を学ぶ講座である「新潟地域学」

を県民に提供した。

「新潟地域学」登録講座数 169講座（H25:116講座）

４ 学習情報の発信

(1) 県立図書館の取組

・新潟県に関する地域資料や専門図書の提供、電子図書館サービスの

充実等に取り組んだ。

貸出冊数：466,342冊 入館者数：447,832人

ＨＰアクセス件数：321,786件 郷土資料貸出冊数：16,203冊

越後佐渡デジタルライブラリー参加館数：15館(13市町村)

・大学等との共催により、県民を対象とする高度な学習ニーズに対応

する講座や新潟の地域資源を題材とした講座を開催した。

大学等との共催 ５講座 参加519人

地域資源を題材とした講座 県立図書館 11講座 参加1,018人

県立文書館 11講座 参加1,511人

・市町村図書館における学習機会の充実に向け、図書の相互貸借や相

互検索などの情報ネットワークづくりを推進するとともに、訪問に

よる相談・研修、講演会への講師派遣を実施した。

市町村等への貸出冊数：13,522冊

訪問相談・訪問研修：31件 講師派遣：９図書館

(2) 県立生涯学習推進センターの取組

（実施状況はＰ57の３～５に記載）

【成果】◇ 県立図書館の貸出冊数が６年連続過去最高を更新した。

評 H25 443,391冊 → H26 466,342冊

◇ 県立図書館の郷土資料の収集、発信の強化が図られた。

価 郷土資料貸出冊数 H25 15,736冊 → H26 16,203冊

越後佐渡デジタルライブラリー参加館数

H25 11館(11市町村) → H26 15館(13市町村)

【課題】◇ いきいき県民カレッジの登録講座数は、分野ごとの偏りが大

きい。

今 ○ いきいき県民カレッジの講座数が少ない分野の登録促進を強化する。

後 ○ 地域資源を学ぶ機会を各地に広げるため、県立図書館及び大学と市町

の 村との連携強化の方策を検討する。

対

応



- 62 -

４ 「多様な主体の連携・協働」による 評 価

生涯学習の環境づくり
A

目指すもの

大学等高等教育機関、社会教育施設、ＮＰＯ等民間団体、企業等の多様

な主体が連携・協働し、様々な学習機会の充実や学習成果を活用する機会

の充実など生涯学習の環境づくりを推進します。

〔ここに注目！！〕

・いきいき県民カレッジの登録講座数が増加

展 ① 多様な主体の連携・協働の促進

開 ○ 県内社会教育施設における学習機会の充実や「いきいき県民カレッ

方 ジ」への登録を促し、県民の学習意欲の向上と学習機会の充実を図る。

向 ○ 県民に質の高い学習機会を広く提供するため、大学等とも連携し県

民の高度な学習ニーズに対応した学習機会の充実を図る。

② ＮＰＯ等民間団体との連携・協働による学習成果を活用する機

会の充実

○ 県民一人一人が学んだ成果を生かして、地域活動などに参加し、地

域課題の解決に貢献できるよう、ＮＰＯ等との連携・協働を推進する。

１ いきいき県民カレッジでの学習機会の提供

執 ・市町村の公民館等における学習講座を広く県民に提供するため、「い

行 きいき県民カレッジ」への登録を積極的に働きかけた。

の 市町村登録講座数 1,735講座（H25：1,467講座）

状 ・大学等で行われている社会人向けの学習講座の「いきいき県民カレッ

況 ジ」への登録を積極的に働きかけた。

大学等登録講座数 602講座（H25：441講座）

２ 生涯学習成果活用促進事業（H26新規）

公民館等での学習成果を「社会に生かす」実践活動を促進するために、

コーディネートをＮＰＯ法人に委託した。

・子育て支援関係講座受講者が保育ボランティアとして実践

・観光、環境に関する講座受講者がトキとの共生に向けた環境整備作業

を実践

・地域づくりに関する講座受講者が地域づくりイベントの運営を実践
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【「生涯学習成果活用促進事業」の実践活動】

【成果】◇ 市町村や大学等への積極的な働きかけにより、「いきいき

評 県民カレッジ」登録講座が増加し、学習機会の充実が図られた。

登録講座数 H25 2,355講座 → H26 2,755講座

価 ＜「いきいき県民カレッジ」登録講座数＞

◇ ＮＰＯ法人と連携し、生涯学習成果の活用を促進する新たな

取組に着手した。

【課題】◇ 市町村の学習講座の「いきいき県民カレッジ」登録につい

て、依然として未登録市町村がある。

登録市町村数 H25 16/30 → H26 19/30

今 ○ 「いきいき県民カレッジ」未登録市町村への働きかけを一層強化する。

後 ○ ＮＰＯ等との連携による「生涯学習成果活用促進事業」の取組拡大や

の 「生涯学習県民フォーラム」の開催により、学習成果活用の気運醸成を

対 図る。

応 ○ 多様な学習機会の提供に向けて、国で議論されている「社会人の学び

直し」の観点からの対応について、今後検討を進める。
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